
　世界の人口増加と急激な経済発展は、複雑かつ多岐にわたり地球環境に依
存しているとともに、地球環境そのものに多くの影響を与えています。私た
ちは生物多様性とそれを育む大気・水・土壌といった地球のかけがえのない
自然資本を守り、健全な状態で次の世代へ引き継がなければなりません。経
済成長と地球環境保全を両立していくために、自動車業界は気候変動やエネ
ルギー問題への対応、大気の質をはじめとする自然資本の保全、鉱物資源の
効率的な活用、化学物質管理、廃棄物削減、リサイクル対応、健康影響への対
応といった持続可能性に関するさまざまな課題に取り組むとともに、化石燃

料依存からの脱却に向けたビジネス構造の変革を推進しています。
　日産はグローバルな自動車メーカーとして、自らの企業活動だけではなく、
ビジネスパートナーと連携したバリューチェーン全体で直接・間接的に環境に
及ぼす影響を把握し、求められる技術やプロセス、社会とのコミュニケーショ
ンを通じて、製品がライフサイクルで人と社会に与える影響を最小化していく
ことに取り組んでいます。エネルギーや資源の使用効率を高め多様性や循環
を促進しながら、お客さまに革新的な商品を提供し、日産の環境理念である
「人とクルマと自然の共生」を目指していきます。

環境
企業平均燃費の 
2016年度改善目標
〈2005年度比／日本、米国、 
欧州、中国の4市場での平均〉

35%
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取り組みの柱 目標 進捗確認指標 2013年度実績 2014年度実績 評価 次年度以降の取り組み 長期ビジョン
ゼロ・エミッション車の普及 「日産リーフ」を含む電気自動車（EV）4車種を発売 投入モデル数 100%電気商用車「e-NV200」の欧州

市場向け正規生産車両を公開
100%電気商用車「e-NV200」を発売。
中国市場向けにヴェヌーシア「e30」を
発売

✔✔ 開発を推進する 新車からの排出されるCO2排出量を
2050年までに90%削減する（2000
年比）

量産型燃料電池車（FCEV）の投入を準備 取り組み実績 開発を推進 開発を推進 ✔✔ 開発を推進する
EV駆動用バッテリーの市場投入でグローバルリーダーとなる 取り組み実績 生産を継続 日産モトール・イベリカ会社(スペイン)

および東風汽車有限公司（中国）でバッ
テリー生産の一部工程を開始

✔✔ EV販売台数に応じた継続的なバッテ
リー生産を行う

EVとその派生技術を活用し、パートナーとともにゼロ・エミッション社会を具現化 取り組み実績 “LEAF to Home”を応用し、複数の「日
産リーフ」を同時接続できる“Vehicle to 
Building”の実証実験を開始

横浜スマートシティプロジェクトが完
了。太陽光発電、“Vehicle to Home”、
EVで25%のCO2削減を確認

✔✔ “Vehicle to Home”、EVを活用したビジネ
スの商業化をパートナーと推進する

EVの使用済みバッテリーを活用したエネルギー貯蔵ソリューションの提供 
（4Rビジネス）

取り組み実績 世界初となるリユース電池を使用した
大容量蓄電池システムを開発（日本）

大阪市此花区で、「日産リーフ」使用済
みバッテリーを活用した大容量蓄電池
システムの実証実験を開始

✔✔ リユース事業のさらなる拡大に向けた準
備を行う

低燃費車の拡大 企業平均燃費を35%改善
（日本/米国/欧州/中国、2005年度比）

企業平均燃費改善率 31.5%改善 36.4%改善 ✔✔ 低燃費車の拡大を推進する

幅広いクラスで燃費トップとなるモデルを投入 モデル投入 「デイズ」（日本）
インフィニティ「QX60」（米国）
「ノート」「キャシュカイ」（欧州）

「エクストレイル」（欧州）
「ムラーノ」（米国）

✔✔ 開発を推進する

Cクラス以上の前輪駆動（FF）車にハイブリッド車（HEV）を投入、および後輪
駆動（FR）車にHEVを拡大

モデル投入 「スカイライン」（日本）
インフィニティ「Q50」（米国）
「パスファインダー」（米国）
インフィニティ「QX60」（米国）

開発を推進 ✔✔ 「エクストレイル」（日本）

プラグイン・ハイブリッド車（P-HEV）を投入 モデル投入 開発を推進 開発を推進 ✔✔ 開発を推進する
エクストロニックCVTをグローバルに投入し、CVT搭載車販売を累計2,000万
台に拡大（1992年度基点）

CVT搭載車販売台数 年間販売台数279万台
累計販売台数1,615万台

年間販売台数295万台
累計販売台数1,910万台

✔✔ CVT搭載車の拡大を推進する

構造合理化・新材料・工法による軽量化技術開発 取り組み実績 2012-2013年度投入モデルのうち6車
種が各カテゴリートップクラスの車両重
量を達成

北米に投入した新型「ムラーノ」で1.2 
GPa級高成形性超ハイテン材採用率を
上げ、66kgの軽量化を実現

✔✔ 開発を推進する

ITS技術による使用時のCO2削減への貢献 取り組み実績 北京市交通委員会とともに行った動的
経路誘導の交通分散効果に関する実証
実験の結果を公表：走行時間5.1%短
縮、燃費7.6%向上

普及を推進 ✔✔ 普及を推進する

CSRスコアカード 2014年度目標に対する達成度　✔✔：達成　✔：ほぼ達成　×：未達成

環境

　年間を通じたCSR推進の管理ツールとして「CSRスコアカード」を作成して、「サステナビリティ戦略」ごとの活動の進捗状況を確認し、レビューを行っています。ここでは「CSRスコアカード」のうち、
日産が現在実行している事業活動の価値観や管理指標についてご紹介します。
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取り組みの柱 目標 進捗確認指標 2013年度実績 2014年度実績 評価 次年度以降の取り組み 長期ビジョン
カーボンフットプリントの最小化 企業活動におけるCO2排出量を20%削減 

（グローバル販売台数当たり、2005年度比)
CO2排出量削減率 15.4%削減 22.6%削減 ✔✔ NESCOによる省エネルギー診断をグ

ローバルに拡大する（36ページ参照）
2050年までに企業活動から80%削減
する（2005年比）

全生産拠点で27%削減 （グローバル生産台数当たり、2005年度比） CO2排出量削減率 21.8%削減 23.9%削減 ✔✔ 塗装工程に3ウェット塗装技術を採用する

物流におけるCO2排出量を6%削減
（日本/北米/欧州/中国、生産台当たり、2005年度比）

CO2排出量削減率 2.1%増加 3.3%削減 ✔✔ モーダルシフトや充填率向上を推進する

オフィスで毎年1%削減 
（日本/北米/欧州/中国、床面積当たり、2010年度比）

CO2排出量削減率 6.1%増加 1.8%削減 ✔ 特定規模電気事業者（PPS）からの電力
供給の導入を拡大する

販売会社で毎年1%削減（日本、床面積当たり、2010年度比） CO2排出量削減率 7.1%増加 14.4%増加 ✔ 新規店舗に省エネ設備を採用する。PPS
の導入を拡大する

新たに採掘する天然資源の最小化 2016年度に生産を開始する新車1台当たりの再生材使用率を25%に向上
（日本、米国、欧州）

再生材使用率 取り組みを推進 取り組みを推進 ✔✔ 取り組みを推進する クルマ1台当たりの新規天然資源使用
量を70%削減する（2010年比）

ビジネスパートナーと連携し、クローズド・ループリサイクルの仕組みを拡大 取り組み実績 生産時に発生する鋼板やアルミ板のス
クラップを、同品質の鋼板やアルミ板へ
再生する取り組みを継続して推進

廃車由来の内装樹脂材の回収量拡大に
向け、パートナーとの連携を強化

✔✔ 取り組みを推進する

リサイクル実効率の向上 
-リサイクル実効率トップレベル達成（日本） 
-使用済み自動車の適正処理と再資源化を推進（グローバル）

リサイクル率 99.5%（日本）
取り組みを推進（グローバル）

99.6%（日本）
使用済みリチウムイオンバッテリーの
回収、およびリサイクル体制を構築中
（グローバル）

✔✔ 取り組みを推進する

希少資源の削減 取り組み実績 レアアース使用量削減に向けた開発を
推進

レアアースを削減したHEVモーター用
磁石を、新たに発売した「パスファイン
ダー」HEV、インフィニティ「QX60」HEV
より採用を開始（北米）

✔✔ 開発した技術の新型HEVモデルへの拡大
採用と、レアアース使用量がさらに少な
い磁石の開発に着手する

廃棄物削減の推進
-日本生産で年2%削減 
-グローバル生産で年1%削減

廃棄物削減率 10.9%削減（日本）
5.5%削減（グローバル）

3.5%削減（日本）
7.0%削減（グローバル）

✔✔ 資源版NESCO診断をグローバルに拡大
する

全生産拠点で水使用量を管理し、削減を推進 取り組み実績 グローバル日産としての水使用量目標
値を設定し、取り組みを強化

グローバル車両生産工場での削減活動
をさらに強化

✔✔ 取り組みを推進する

環境マネジメントの推進 バリューチェーンを通じた環境マネジメントの強化と推進 
（連結製造会社、販売会社、サプライヤー）

取り組み実績 上流工程における環境負荷の把握と低
減を推進

CDPサプライヤープログラムに参画
し、サプライヤーサーベイのグローバ
ルスタンダードを採用

✔✔ 環境負荷把握とその精度向上を推進する NGP達成とマネジメント判断をサ
ポートする包括的・効率的な取り組みを
推進する

環境負荷の物質管理強化と計画的な削減および代替の推進 取り組み実績 環境負荷物質の管理強化、計画的削
減、代替の推進を継続

環境負荷物質の管理強化、計画的削
減、代替の推進を継続

✔✔ 環境負荷物質の管理強化を推進する

ライフサイクルアセスメント（LCA）を活用した製品環境負荷の低減 取り組み実績 LCA算出手順についてテュフラインラ
ンドによる第三者認証を取得

第三者認証取得済みLCA算出手段に
て製品環境負荷の低減に向けた活動を
継続

✔✔ 製品環境負荷の低減を推進する

  GRI G4 Indicators
  G4-EN18/G4-EN19/ 

G4-EN27/G4-EN28/ 
G4-EN33

  page_113

詳細は巻末のCSRデータ集を
ご覧ください

環境 
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環境への取り組み CO2排出量削減のシナリオ
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*  IPCC第4次評価報告書をもとに試算

内燃機関車
（ハイブリッド車以外）（年）

新車のCO2排出量比（Well to Wheel）

（%）

パワーソースの改良、エネルギーの転換によるCO2排出量比（Well to Wheel）

（%）

内燃機関車
（ハイブリッド車）

電気自動車
（EV）

燃料電池車
（FCEV）

90%
削減

再生可能
エネルギー
からの
電気使用

　気候システムを安定化させるには、地球の平均気温の上昇を2

度以内に抑える必要があるとの気候変動条約の前提に基づき、
日産は新車のCO2排出量（Well to Wheel）を2050年までに2000

年比で90%削減する必要があると試算しています。90%削減に
向けて日産は、短期的には内燃機関のさらなる向上、長期的には
電気自動車（EV）や燃料電池車（FCEV）といった電動車両の普及
が必要であると考え、技術開発に取り組んでいます。具体的に
は、100%電気で走るクルマの開発・普及を目指す「ゼロ・エミッ
ション」1 と、エンジン搭載車の燃費向上のための技術を開発し
市場へ投入することでCO2低減を図る「PURE DRIVE（ピュアドラ
イブ）」2 という2つの取り組みを推進しています。

　また企業活動からのCO2排出量については、2050年までに
2005年比で80%削減する必要があると試算しており、省エネル
ギー活動に継続して取り組むとともに、EV用バッテリーの蓄電能
力を活用しながら再生可能エネルギーの使用量を拡大していく
計画です。

  page_26

  page_33

1  「ゼロ・エミッション」に関する取り組みの詳細を掲載しています

2  「 PURE DRIVE」に関する取り組みの詳細を掲載しています
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エネルギーや資源の使用効率向上と多様性や循環の促進

エネルギー
u	エネルギー効率の改善
u	再生可能エネルギーへの転換

資源
u	材料使用量の削減
u	再生可能な材料、または再生された
材料への転換

太陽光

熱を放出

エミッションや廃棄物
地球が吸収可能なレベルに抑える

u移動効率の向上
u移動距離を拡大

社会・
経済活動

「ニッサン・グリーンプログラム 2016（NGP2016）」

　日産にとっての究極のゴールは、企業活動やクルマのライフサ
イクル全体での環境負荷や資源利用を、地球が本来、吸収し再生
できる範囲に抑えることです。その実現に向けて、2011年度よ
り、6ヵ年の中期環境行動計画「ニッサン・グリーンプログラム 

2016（NGP2016）」を推進しています。「NGP2016」は、エネル
ギーや資源を専門とする有識者からの意見のほか、日本では従
業員を対象に環境に関する意識調査を実施し、従業員の環境課題
や日産の取り組みに対する認識や考え、業務を遂行するうえでの
期待を確認するなど、さまざまな影響要因評価を行い策定して
います。
　「NGP2016」は、前計画（「ニッサン・グリーンプログラム 

2010」）で開発した環境技術を幅広く市場に普及・拡大させ、また
エネルギーや資源の使用効率を高め、多様性や循環を促進させ
ることで、日産の企業活動による環境への負荷低減や、資源利用
と生態系サービスとの共存を図ることに主眼を置いています。具
体的には「ゼロ・エミッション車の普及」「低燃費車の拡大」
「カーボンフットプリントの最小化」「新たに採掘する天然資源の
最小化」という4つのキーアクションについて、クルマづくりに携
わる開発・生産部門はもちろん、セールス・サービス部門をはじ
めとする企業全体で推進しています。
　日産は、今後も日産車の販売台数を増加させていく計画です
が、同時に「NGP」を継続して推進することで、2020年代中に新
車と日産の企業活動からのCO2排出量をピークアウトさせ、また
新たに採掘する天然資源の量を2010年のレベルで維持すること
ができると試算しています。

*  ハーマン・E・デイリー『持続可能な発展の経済学』を参考に作成

「ニッサン・グリーンプログラム」に関する詳細はウェブサイトをご覧くだ
さい

  website
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http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/APPROACH/GREENPROGRAM/


グローバル環境マネジメントのフレームワーク

ステークホルダー

コミュニケーション取り組むべき重要課題

シンシア・エコイノベーター

日産グローバル環境マネジメント
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　日産は「NGP2016」達成のために、商品・技術開発、生産、物
流、マーケティング、セールスなどの各部門を有機的に連携させ
ながら最大の効果を得られるよう、グローバルに環境マネジメン
トのフレームワークを構築し、各活動領域の目標値とアクション
プラン実行を推進しています。
　日産はまた、グローバルに環境マネジメントを推進するため、
各地域や機能部署と連携した組織体制を構築しています。取締
役が共同議長を務めるグローバル環境委員会（G-EMC：Global 

Environmental Management Committee、年2回実施）では、議題
に応じて選出された役員と全社的な方針や取締役への報告内容
の決議などを行います。また、経営戦略本部環境企画室（2007

年設立）は、G-EMCへの報告内容や各部門での具体的な取り組
みを決定し、PDCA（Plan-Do-Check-Act：計画、実施、評価、改
善）に基づく進捗状況の効率的な管理・運用を担っています。ま
た地域別では、日本環境委員会（J-EMC、2013年設置）、北米環
境委員会（NA-EMC、同）、中国環境委員会（DFL-EMC、同）およ
び欧州環境委員会（E-EMC、2012年設置）がより深い管理と活動
を推進。その内容を各地域のマネジメント・コミッティに報告する
とともに、経営戦略本部環境企画室と連携しながらG-EMCへも
報告しています。
　日産の戦略は、「社会の声に耳を傾け、オポチュニティとリスク
の芽を見いだす」との考えに基づいています。有識者や専門機
関の意見、格付け機関による評価を参考に、日産の目標や活動内
容を精査するなど、取り組みのさらなる強化を図っています。
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「環境マネジメントの推進」の詳細を掲載しています

  page_41

「シンシア・エコイノベータ―」の詳細
を掲載しています
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ステークホルダーエンゲージメント
　日産は、クルマの製造に必要となる資源採掘から、製造、輸送、
使用、廃棄に至るまでのバリューチェーン全体において、資源や
エネルギーへの依存、環境に与える影響、そして環境影響を削減
する手段を分析し、ステークホルダーを特定 * しています。そし
てさまざまな機会を通して、ステークホルダーの意見や社会の多
様なニーズを把握しています。例えば、日産の取締役会メン
バーは、毎年開催するアドバイザリー・ミーティングに学会やビジ
ネス界の第一線で活躍する環境分野の専門家や学者、ビジネス
パーソンを招いて、日産の経営戦略の方向性や妥当性について
協議し、その成果を環境戦略に反映しています。

マテリアリティ評価
　自動車産業は、CO2排出量や排出ガス、エネルギーや燃費、騒
音、材料資源、水、化学物質、廃棄物やリサイクルなど、環境に関
連する規制や基準の影響を世界規模で受けており、こうした規制
や基準は年々厳しくなっています。また、クルマの環境性能に対
するお客さまの好みや要望も変化しつつあります。
　日産は、このような社会からのさまざまな要望に応えるため、
マテリアリティ評価の考えに基づき、自社の潜在的な好機と課題
を分析し、ステークホルダーと日産双方にとって重要なものを優
先課題 * として認識したうえで、その解決に必要な方針や目標を
設定し、環境戦略に反映しています。

  page_13

*  マテリアリティ評価の結果「マテリアリティマトリックス2015」を掲載
しています

*  お客さま、株主・投資家、ビジネスパートナー、サプライヤー、NGO・NPO団体、地域
社会、政府・地方自治体、将来世代、従業員、日産取締役会メンバー

ゼロ・エミッション車の普及

　社会と地球環境の両方に資するものはビジネスにも資する
という商品のひとつが電気自動車（EV）です。日産は、ゼロ・エ
ミッション車の生産、販売だけでなく、包括的なアプローチの
もと、さまざまなパートナーと連携し、ゼロ・エミッション車の
普及に向けた活動を推進しています。

ルノー・日産アライアンスでゼロ・エミッションリーダーに
　持続可能なモビリティ社会を実現するという日産の強い決意
は、地球規模の気候変動問題解決の一助となるだけでなく、より
環境に配慮したクルマを求めるお客さまのニーズを満たし、日産
の持続的な利益ある成長も実現します。今後、太陽光、風力、水
力といった再生可能エネルギー利用の動きが活発になれば、EV

はさまざまなエネルギーを電源として利用できるようになり、さ
らに社会での蓄電池利用が進むことで、EV市場はさらなる拡大
が見込まれます。
　日産は、2010年に量産型の100%EV「日産リーフ」を発売した
のに続き、2014年には、100%電気商用車「e-NV200」を2車種
目のEVとして欧州や日本で発売を開始しました。日産初の電気
商用車である同車は、走る蓄電池としてさまざまなビジネス
シーンに役立てることができます。日産は、EV4車種をすでに販
売しているルノーとともに、ゼロ・エミッションリーダーとして、
自動車業界を牽引していきます。

「日産リーフ」累計販売台数17万台達成
　「日産リーフ」は、走行中にCO2などの排出ガスを一切出さない
ゼロ・エミッション車です。2010年の販売開始以来、リチウムイ
オンバッテリーと電気モーターの搭載による力強く滑らかな加速
性能、あらゆる速度域での高級車のような静粛性能、優れた重量
バランスによる高い操縦安定性を実現させた今までにない運転
感覚が、お客さまから高い評価を得ています。
　現在、40ヵ国以上で販売されている「日産リーフ」の販売台数
は着実に増加しています。2015年3月時点で、「日産リーフ」の
グローバル累計販売台数は17万台を突破し、世界で最も売れて
いるEVとなっています。販売台数が好調に推移しているのは、
環境に与える負荷が少ないというだけではなく、燃料代などの
ランニングコストが低いこと、加速や操縦など走行性能が優れて
いることなど、EVならではの特徴が浸透してきた結果だと考え
ています。
　加えて、スマートフォンなどを使ったリモート操作、少ない電
力での走行可能ルート・走行ルート周辺の立ち寄り充電スポット
の案内といったドライビングサポート機能など、先進的なITシス
テムの導入により可能になった「日産リーフ」独自の利便性も評
価されています。
　また、日産はEVの普及を促進するために、自治体や企業など
と協働し、充電インフラの整備にも取り組んできましたが、「日産
リーフ」が世界各地で走行する実績を市場における貴重な経験値
として、さらなる発展・普及に生かしていきます。
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「日産リーフ」

　日産は、「日産リーフ」をはじめとするEVではガソリン車と比
べ製造から廃棄に至るライフサイクルでのCO2排出量を削減す
ることが可能であると試算しています * 。また、蓄電池としての
役割を担うことで、EVのバッテリーは太陽光や風力発電など出
力が安定しない再生可能エネルギーの導入をサポートすること
ができます。CO2排出量の低減や再生可能エネルギーへの転換
に貢献するEVは、クルマを取り巻く社会全体の低炭素化には不
可欠です。

  page_43

*  「日産リーフ」のライフサイクルアセスメント評価を掲載しています
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韓国済州島で「日産リーフ」の販売を開始

　韓国の済州島は、2030年までにCO2排出を実質ゼロにする
ことを目指しています。将来的には風力および太陽光で、済州
島で使われるすべての電力を賄う計画です。EVに関しても、
充電器の設置を拡大するとともにEV購入に対し補助金を出す
ことで普及を推進し、2030年までに島内のクルマをすべてEV

にすることを目指しています。日産はこうした済州島の活動に
賛同し、「日産リーフ」の発売開始を決定。2014年12月、公募
によって選ばれた15人のオーナーへの引き渡し式が行われま
した。さらに、同島に急速充電器を寄贈。2015年3月には同
島で開催された「第2回国際電気自動車エキスポ」に「日産
リーフ」を出展しました。

商用車市場に革新をもたらす「e-NV200」

　「e-NV200」は、多目的商用バン「NV200バネット」をベース
に、EV専用のパワートレインを組み合わせることで、「NV200」
の室内の広さや多用途性と、EVならではの加速性と静粛性を
兼ね備えたモデルです。パワープラグを採用しているため、屋
外での電源供給が可能となっており、“走る蓄電池”として、さ
まざまなビジネスシーンに役立てることができます。
　内燃機関ベースの商用車と比較して、ランニングコストを抑
えることが可能なのはもちろん、騒音に関する周辺への配慮
といった環境対応面で、企業のイメージアップにも貢献します。
またEVならではのスムーズで力強い加速性能や静粛性が、ド
ライバーの疲労を軽減し、より安全な業務運行を実現します。
　油圧式制御ブレーキの採用により、多くの制動シーンで回
生が可能になり、航続距離は満充電時で185km～190km

（JC08モード）を実現しています。
　「e-NV200」は、スペインのバルセロナ工場で生産しており、
欧州や日本の都市部の貨物配送事業者やタクシー会社に、ゼ
ロ・エミッションによる事業運営の機会を提供しています。
　5人乗りに加えて7人乗りのワゴンタイプも設定しており、乗
用ユースとしても使用できます。

走る蓄電池
　「e-NV200」では、走行用バッテリーから合計で最大
1500Wの電力を取り出すことができるパワープラグ（100V

コンセント）を、前席側と荷室側の2ヵ所に採用しました（日本

「e-NV200」は“走る蓄電池”として、さまざまなビジネスシーンに役立てる
ことができます

仕様車）。これにより、ビジネスにおける外出先での電源確保
や、屋外でイベントを実施する際の電源提供、さらには災害
時の電源としても活用できます。
　またパワープラグは、電力供給を自動停止するバッテリー残
量を任意に設定することが可能となっており、帰路の走行電力
を気にせず安心して使用できます。

貨物配送事業者やタクシー会社に対して、ゼロ・エミッションによる事業
運営の機会を提供しています
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燃料電池車（FCEV）の実用化に向けて
　水素と酸素からつくる電気をエネルギー源とする燃料電池車
（FCEV）は、走行時に排出するのは水だけで、CO2や排出ガスを
出さないもうひとつのゼロ・エミッション車です。持続可能なモ
ビリティ社会構築に取り組む中、エネルギーソースの多様性の観
点からもFCEVは電気自動車とともに重要であると、日産は考え
ています。日産のFCEVには、独自の燃料電池技術だけでなく、
これまで培ってきたEVの強電システムや制御技術、圧縮天然
ガス車の高圧ガス貯蔵技術などが生かされています。2011年
には民間企業12社とともにFCEVの日本市場導入と水素供給
インフラ整備に向けた声明を発表。また出力密度を飛躍的に向
上させ 1 、白金使用量と部品種類を削減し 2 大幅な小型化、コ
スト削減を実現した 3 FCEV用の燃料電池スタックを公開してい
ます。

　2013年には、ルノーとのアライアンスのもと、日産はダイム
ラー、フォードと燃料電池システムを共同開発する合意書に調印
しています。
　2015年2月には、他の国内自動車メーカーと共同で水素ス
テーションの整備促進に向けた支援策を検討し、共同で取り組む
ことに合意したと発表しました。

1  自社開発2005年モデル比2.5倍、 1リッター当たり2.5キロワットを達成。日産調べ
2  自社開発2005年モデル比でそれぞれ4分の1に削減。日産調べ
3  自社開発2005年モデル比で半分以下、コストは6分の1にまで低減。日産調べ

ゼロ・エミッション社会の構築
　持続可能な社会の実現には、走行時にCO2を全く排出しないゼ
ロ・エミッション車の普及が有効な手段となります。そのために
は、ゼロ・エミッション車を単に生産・販売するだけではなく、社
会インフラを整備し普及を促す経済性を確保する必要があり、企
業単独では実現できません。ゼロ・エミッション車の投入・普及を
企業戦略のひとつとして位置づけているルノー・日産アライアン
スは、「ゼロ・エミッション車でリーダーになる」というコミットメ
ントを掲げ、開発・生産を強化するとともに、各国政府、地方自治
体、電力会社やその他業界と、100以上に上るパートナーシップ

を締結しながら、ゼロ・エミッションモビリティの推進およびイン
フラ構築のための検討を進めています。
　さらに、リチウムイオンバッテリーの生産、バッテリーの二次利
用やリサイクル、急速充電器の販売、充電インフラの整備、他社
との充電方式の標準化推進など、ゼロ・エミッション車を軸に包
括的な取り組みを進めています。
　ゼロ・エミッション車の普及によって、人々のライフスタイルが
変わり、新たなモビリティ社会が誕生する可能性が生まれます。
日産はEVのみならず、 EVがもたらす新たな価値を提案していき
ます。

EVを活用したゼロ・エミッション社会構築への取り組み

ゼロ・エミッション車の
開発と販売ゼロ・エミッション社会

実現のための政府との連携
バッテリーの開発と生産

バッテリーの二次利用・
4Rビジネス

スマートグリッド研究、
インフラ整備

ニューモビリティの提案

急速充電器の開発と設置

CHAdeMO協議会 * EVのリサイクル

*  EVのさらなる普及に必要不可欠な急速充電器の設置箇所の拡大、および充電方式の標準化を図ることを目的に設立された協議会。自動車会社、
電力会社のほか、充電機器メーカー、充電サービス提供企業、およびこれを支援する企業や行政などが参加しています
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100%電気トラック「e-NT400テストトラック」の実証運行
を開始

中国でヴェヌーシア初となる100%電気自動車「e30」の
販売を開始

　日産は、2014年4月、富山市と100%電気トラック「e-NT400

テストトラック」の実証運行を行いました。富山市は日産が貸
与する「e-NT400テストトラック」のモニター車を約2ヵ月間、
富山市環境センターの資源ごみ回収車として活用し、その実
用性を検証。日産は、実験で得られたデータをもとに、走行性
能や充電の運用などに関する検証を進め、今後の開発に生か
していきます。また同年9月には、佐川急便株式会社とも実証
運行を行い、実際に使用したドライバーからはゼロ・エミッショ
ン車の強みである騒音や振動による負担が少ない点や加速性
能が高い点などが評価されました。

　2014年9月、日産の中国での合弁会社、東風汽車有限公司
の乗用車部門である東風日産乗用車公司は、同社の自主ブラ
ンド・ヴェヌーシアで初となる100%電気自動車「e30」の販売
を開始しました。「e30」は中国のお客さまに、手ごろなランニ
ングコスト、信頼性、そしてワクワクをもたらすEVならではの
ドライビングを提供しています。

ゼロ・エミッション車普及に向けたインフラ整備
　日産は、各地方自治体、集客施設等への急速充電器の設置や
導入を働きかけるとともに、全国の日産販売店の急速充電器設
置店舗数を2015年3月時点の約1,640店舗からさらに増やすな
ど、充電インフラの整備を進めています。
　約30分でバッテリーの80%まで充電が可能な急速充電器は、
EV普及に向けた重要なインフラのひとつです。日産は2011年
に急速充電器の販売を開始し、2012年には静粛性能や充電コネ
クターの操作性を向上させ、課金システムにも対応できるよう改
良しています。
　日産は2014年5月、他の国内自動車メーカーとともに、日本
における電動車両（EVやプラグイン・ハイブリッド車）の充電器設
置活動、および利便性の高い充電ネットワークサービスの構築を
推進するために、新会社「日本充電サービス(略称NCS)」を共同
出資により設立しました。各社は、それぞれの電動車両
ユーザーが1枚のカードでNCSが管轄するすべての充電器をい
つでも利用できる、利便性の高い充電インフラネットワーク
サービスを提供していきます。
　またEV普及に賛同する企業と協力して、賛同企業の各事業所
内にEV用充電器を設置し、従業員が通勤用として広く「日産
リーフ」を活用できる環境づくりをサポートする取り組みも開始
しています。
　米国では「No Charge to Charge」プログラムを開始しました。
これは「日産リーフ」を購入またはリースしたお客さまであれば
2年間、決められた充電スタンドで無料で充電できるというプロ
グラムです。「日産リーフ」の販売台数が多いサンフランシスコ、
ロサンゼルス、シアトル、ポートランドなど、15の都市（2015年3

月時点）で実施されており、今後さらに他の都市にも拡大してい
く計画です。
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リチウムイオンバッテリーを海外生産
　日本においては、日産とNECの合弁会社であるオートモーティ
ブエナジーサプライ株式会社（AESC）の座間事業所で、「日産
リーフ」に搭載するリチウムイオンバッテリーを生産しています。
同事業所で1つのモジュールにセル4枚が組み込まれ、日産の追
浜工場で48個のモジュールが1つのバッテリーパックに詰められ
て、車両に取り付けられます。
　海外においても、2012年度より米国テネシー州スマーナ工場
と英国サンダーランド工場でリチウムイオンバッテリーとEV車両
を生産しています。

超小型EV「日産ニューモビリティコンセプト」
　「日産ニューモビリティコンセプト」は、高齢者や単身者世帯の
増加といった社会背景や、乗用車の近距離移動・少人数乗車の使
用実態に着目した、全く新しい2人乗りの超小型EVです。軽自動
車よりもコンパクトであるため、車両感覚のつかみやすさと周囲
の見通しの良さを生かし、道路幅が狭く見通しが悪い住宅地など
での活躍が期待されています。
　日本では2011年度から国土交通省の協力のもと、各自治体・
企業などと検証や調査を目的に同車の走行実証実験を行ってき
ました。2013年1月には、国土交通省から普及に向けた「超小型
モビリティ公道走行を可能とする認定制度」が公布・施行された
ことにより、現在では22地域にて実証実験を行っています。これ
までの主流であった観光利用に加え、神奈川県厚木市では老人
介護施設による訪問介護、香川県高松市では医療・介護の訪問
サービスの移動手段として利用されるなど、利用用途も広がって
きています。

　また、神奈川県横浜市では「日産ニューモビリティコンセプト」
を活用したワンウェイ型カーシェアリング「チョイモビ ヨコハマ」
を2013年10月より実施しており、1万人以上の方々が会員になっ
て、EVの快適さを体験しました。2014年11月からは実証実験
第2期として、横浜市を中心に地元企業、商店街、公共交通機関
との連携をさらに加速させ、ワンウェイ型カーシェアリングを持
続的なサービスとして定着させるためのビジネス実証を進めて
います。
　こうした実証実験を通じて、日産はEVの新しい使い方や円滑
な交通流（自動車の流れ）の実現、次世代のまちづくり検討に向
けて、提案を行っています。

「日産ニューモビリティコンセプト」を活用したワンウェイ型カーシェアリング
「チョイモビ ヨコハマ」

　このほか欧州においても、エネルギー産業にかかわる企業な
どと協働でCHAdeMO協議会のプロトコルに対応した急速充電器
を2015年2月時点で1,500基以上設置しており、インフラ整備に
力を入れています。

スマートグリッドの実現に貢献する「日産リーフ」
　「日産リーフ」はパワーコントロールシステムと組み合わせるこ
とにより、自宅など一般住宅に電力を供給することが可能になり
ます。「日産リーフ」のバッテリーから電力供給するシステム
“LEAF to Home”は、一般住宅の分電盤に直接接続し、コネク
ターを「日産リーフ」の急速充電ポートへつなぐことで、駆動用
の大容量リチウムイオンバッテリーに蓄えた電気を住宅へ供給す
ることを可能とし、EV用バッテリーがもたらす新たな価値を提供
します。コネクターはグローバルに使用実績がある、CHAdeMO

協議会の急速充電プロトコルに対応しており、高い汎用性や安全
性、信頼性を確保しています。
　また日産は、米国国防総省とカリフォルニアエネルギー委員会
の協力のもと、カリフォルニア州のロサンゼルス空軍基地で始
まった、“vehicle-to-grid”プロジェクトに参加しています。これは
基地の施設への電力供給にEVを利用するというプログラムで、
「日産リーフ」は13台が導入されました。EVをバッテリーとして
利用すれば、歳出の削減ばかりでなく、EVの総所有コストの削減
にもつながります。「日産リーフ」は今後、他の基地で実施される
同様のプロジェクトにも参加予定で、こうした経験を積み重ねる
ことで「日産リーフ」を利用したさらに大規模な電力マネジメント
システムの可能性を検証していく計画です。
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リチウムイオンバッテリー二次利用事業「4R」の推進
　日産のEVに搭載される高性能リチウムイオンバッテリーは、ク
ルマとして一般的に使われた後も、クルマ以外に利用できる十分
な容量を残しています。リチウムイオンバッテリーの“再利用
（Reuse）、再販売（Resell）、再製品化（Refabricate）、リサイクル
（Recycle）” という「4R」を推進することで資源を有効活用し、さ
まざまな用途におけるエネルギー貯蔵ソリューションとすること
で、バッテリー利用の好循環サイクルを創出できます。
　日産は、EVが市場で広く普及していく中、再利用可能なリチウ
ムイオンバッテリーを有効に活用するために、2010年に住友商

1  2014年1月時点、フォーアールエナジー株式会社調べ
2  時間帯別に電気料金設定を行ったり、ピーク時に使用を控えた消費者に対し対価を
支払うなどの方法でピーク時の電力消費を抑え、電力の安定供給を図るサービス

事株式会社とともにフォーアールエナジー株式会社を設立し、EV

用バッテリーを定置型蓄電システムのバッテリーとして活用でき
るよう、開発に向けた実証実験に取り組んでいます。日本では今
後、住宅や事業用の太陽光パネルと組み合わせたエネルギー貯
蔵やバックアップ電源として定置型蓄電システムの利用拡大が見
込まれており、フォーアールエナジーは個人住宅や集合住宅向
け定置型蓄電システムの販売を開始しています。
　また、フォーアールエナジーは、16台の「日産リーフ」から回
収した使用済みリチウムイオンバッテリーを再構成した世界初 1

となる大容量蓄電池システムを開発。環境省から助成を受け、

バッテリーのモジュール構成等を変更し、クライアントニーズに
合わせて電圧や容量の違う新たなパッケージをつくり出します

原材料を確保するため、使用されたバッテリーの
リサイクルを行います

Refabricate
再製品化

Reuse
再利用

Resell
再販売

Recycle
リサイクル

クルマで使用した後でも高い残
存性能を持つバッテリーを二次
利用します

再生可能エネルギーの貯蔵や災
害時のバックアップ電源などさま
ざまな用途へ再販売します

「日産リーフ」が生み出す資源循環の輪

大阪市此花区で実証実験を行っています。2014年11月には、
「日産リーフ」の使用済みリチウムイオンバッテリーによる大容
量蓄電池システムを、ビルの電力マネジメントに活用する実証
実験を行うことを発表。株式会社エナリスが提供するデマンドレ
スポンスサービス 2 に対応させて、電力供給を滞らせることな
く電力料金を削減できる大容量蓄電池システムの利用方法を実
証します。

　成熟市場の回復と新興国市場の拡大に伴い、クルマの需要は
今後も継続して拡大していくことが見込まれています。日産
は、エンジン搭載車の燃費を究極まで高めていく技術の開発を
進め、市場への投入を推進しています。

日産車の企業平均燃費35%改善に向けて
　日産は、エンジン搭載車の燃費をグローバルに向上するため
に、エンジンのエネルギー効率向上や、エンジンの力を伝えるト
ランスミッションの性能向上などの技術開発に継続して取り組ん
でいます。また、減速時にブレーキの熱として廃棄していたエネ
ルギーを回収して再利用できるハイブリッドシステムのさらなる
効率化にも力を注いでいます。「リチウムイオンバッテリー」
「インテリジェント デュアル クラッチ コントロールハイブリッド」

低燃費車の拡大
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「エクストロニックCVT 1 」の3つをコア技術と位置づけ、車室内
空間、用途、価格を考慮しながらクルマに最適な低燃費技術を採
用し市場に投入することで、運転する楽しさや使いやすさを損な
うことなく燃料消費量やCO2排出量を削減していきます。
　日産では、特にCO2排出量が少なく燃費性能に優れた日産車を
「PURE DRIVE（ピュアドライブ）」と呼び、市場投入を推進してい
ます。
　こうした取り組みを進めることで、2016年度までに2005年度
比で35% 2 企業平均燃費を改善していくことを目標としていま
す。2014年度は2005年度比36.4％改善により、目標を前倒し
で達成しました。

1  Continuously Variable Transmission（無段変速機）
2  日本、米国、欧州、中国の4市場における企業平均燃費
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エンジンの効率改善とCVTの改良で燃費トップとなるモデルを
投入
　現在のエンジン搭載車は、燃料が持つエネルギーの7割程度
を熱として廃棄しています。日産はエンジンの燃焼効率を向上
させ、吸気・排気の抵抗やフリクションを低減することで、エネ
ルギー損失を極限まで減らし、燃費を向上することを目標にし
ています。
　エンジンについては、ガソリン、ディーゼルとも小型化を進め
ています。2014年度に投入した新型インフィニティ「Q50」（日
本では「スカイライン」）は、前モデルで採用していた2.5リッ
ターガソリンエンジンを2.0リッター直噴ターボエンジンに置き換
えることで、クラストップレベルの動力性能を実現しながら燃費
を約20%向上しました。また、「ジューク」に搭載している1.6リッ
ターガソリン直噴ターボエンジンを大幅に改良し、世界初の
ロープレッシャークールドEGRシステムや、気筒内壁の鏡面加工
技術「ミラーボアコーティング」などを採用することで、燃費を約
10%改善しています。「ナバラ」では、2.5リッターディーゼルエ
ンジンを2.3リッター直噴ターボエンジンに置き換えて約20%の
燃費向上、「アトラス」では4.5リッターディーゼルエンジンを3.0

リッター直噴ターボエンジンに置き換えて約10%の燃費向上を
それぞれ実現しています。
　無段階に変速比を変えられるCVTは、車速に応じて最も運転効
率の良いエンジン回転数となるよう変速比を選択できることか
ら、低速域から高速域まで滑らかで力強い走りと低燃費を両立す
ることができます。日産はCVTを軽自動車から3.5リッタークラ
スの中型車まで幅広く採用しています。中でも2012年以降グ
ローバルに採用を進めている新型のエクストロニックCVT（2.0～
3.5リッタークラス用）では、最大変速比幅7.0、フリクション約

40%低減を実現することにより、最大10% 1 燃費を向上してい
ます。2014年度は欧州で販売されている「キャシュカイ」の
ディーゼル車にもCVTを採用し、搭載車種を拡大しています。

　このような技術の組み合わせにより、2014年度は米国に投入
した「ムラーノ」がクラストップとなる燃費 2 を実現しました。

1  社内測定値（米国環境保護庁複合燃費モード）

2  発売時点。2WD・4WDともに24mpg（米国基準、シティ・ハイウェイ走行のコンビ
モード）

　日産は、燃費向上に寄与するCVTを搭載したクルマを2016年
度までに2,000万台（1992年度基点からの累計販売台数）に拡大
することで、グローバルでのCO2排出量を削減することを目指し
ています。2014年度のCVT搭載車の販売台数は295万台、累計
販売台数は1,910万台となっています。

CVT搭載車販売台数の推移
（万台）
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33NISSAN MOTOR CORPORATION SUSTAINABILITY REPORT 2015

環境 安全 社会貢献 品質 経済的貢献従業員バリューチェーン

ルノーと日産のアライアンス

コーポレートガバナンス・内部統制

CEOメッセージ ブルーシチズンシップ
–日産のCSR–

はじめに目次 ・ 使い方 持続可能なモビリティ社会の
実現に向けて CSRデータ集 第三者保証



ハイブリッド車を拡充
　エンジンと電気モーターを組み合わせて走行するハイブリッド
車は、燃費を改善しCO2排出量を大幅に削減することが可能で
す。日産は駆動用・回生用を兼ねる1つのモーターに、エンジン
とトランスミッションを2つのクラッチでダイレクトに接続した「イ
ンテリジェント デュアル クラッチ コントロール」に、高出力のリチ
ウムイオンバッテリーを組み合わせた独自の1モーター2クラッ
チハイブリッドシステムを開発し、燃費性能に優れダイレクト感の
ある走りを実現しています。日産はこのシステムを2010年より
後輪駆動（FR）車、2013年より前輪駆動（FF）車に採用し、2014

年度末時点で7車種に搭載しています。今後も搭載車種を拡大し
ていきます。
　また、エネルギー回生発電量と駆動出力を高めた補助原動機
と、蓄電容量を高めたサブバッテリーを組み合わせたシンプルで
コンパクトなハイブリッドシステムを開発し、2012年に発売した
「セレナ S-HYBRID」に搭載しています。

プラグイン・ハイブリッド車の開発
　プラグイン・ハイブリッド車は、ガソリンエンジンと電気
モーターを組み合わせた、電気自動車同様にモーター走行が可
能なハイブリッド車です。モーターにはリチウムイオンバッテ
リーが搭載されており、外部電源またはエンジンによる発電から
充電することができます。日産はプラグイン・ハイブリッド車の投
入を目指して開発を進めています。

車両の軽量化の推進
　車両の軽量化も燃費向上に向けた重要な取り組みのひとつで
す。日産は、構造の合理化、工法、材料置換の3つの手法により、
車両の軽量化を推進しています。
　例えば構造の合理化では、最適な骨格の配置などによる板厚
低減、工法では内装部品用などの樹脂材の発泡化などを行って
います。
　材料置換においては、車体に使用される鋼材の軽量化を極め
る挑戦を行っており、そのひとつに超高張力鋼板（超ハイテン材）
の採用の推進があります。2014年度に北米に投入した新型「ム
ラーノ」では、2013年度に世界で初めてインフィニティ「Q50」
（日本では「スカイライン」）に採用した1.2GPa級高成形性超ハイ
テン材をはじめとする各種ハイテン材の採用比率を大幅に増加
し、他の軽量化への取り組みも含め車両全体で66kgの軽量化を
実現しています。1.2GPa級高成形性超ハイテン材は、材料配合
の最適化により、高強度と高成形性を両立。これにより薄肉化と
軽量化を実現しながら、複雑な形状の部品にも使用が可能です。
また1台当たりの鋼材使用量を低減できるうえ、既存ラインでの
生産が可能であるため、トータルコストの削減にも有効です。日
産は、この1.2GPa級を含む超ハイテン材の採用を今後も推進し、
2017年以降発売する新型車で25%（重量ベース）まで拡大して
いく計画です。

ITSを活用した渋滞緩和プロジェクト
　クルマの燃費は、車両性能のみならず、クルマを取り巻く交通
環境やその使われ方にも左右されるため、日産は交通環境改善
に向けた社会インフラ実現への取り組みを積極的に行っていま
す。中でも渋滞緩和など自動車メーカー単体では実現が難しい
道路交通問題の解決に向け、高度道路交通システム（ ITS）を活用
し、他業種と連携して取り組みを進めています。
　例えば近年急激にクルマの普及が進む中国の渋滞緩和に向け
て、日産は2010年から独立行政法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）の委託を受け、北京市交通委員会とともに
同市にて、IT端末を活用した動的経路誘導（DRGS）とエコ運転支
援の実証実験を行いました。
　うち望京地区では、自家用車を所有する一般ドライバー約1万
2,000名にポータブルナビ（PND：Portable Navigation Device）を
使用してもらい、動的経路誘導とエコ運転支援サービスを実施し
ました。約1年間にわたる実証実験の結果、動的経路誘導システ
ムの利用により、走行時間は5.1%短縮、燃費 * も7.6%向上しま
した。渋滞区間を回避して交通量の少ない道路を利用することで
交通量を分散できるため、地域全体における車両の走行速度を
向上させることも可能になります。また、エコ運転支援サービス
を受けたドライバーは、運転習慣が改善し、燃費が6.8%向上しま
した。
　同時に実施したシミュレーションでは、動的経路誘導システム
が北京市全体で10%普及した場合、車両の平均速度が約10%向
上し、燃料消費量とCO2排出量を約10%削減できると試算され
ています。

*  燃費は中国方式（L/100km）で計算。日本方式（km/L）で計算すると、動的経路誘導
の場合は8.3%、エコ運転支援の場合は7.4%の向上に相当
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　このプロジェクトの成功により、日産は「北京市の渋滞緩和、省
エネ、環境改善に多大な貢献」を行ったとして、北京市交通委員
会から栄誉表彰を受けました。日産は、都市部の環境と大気の質
改善に向けて、これらのシステムの普及を積極的に推進していき
ます。

カーボンフットプリントの最小化

　炭素制約下社会にあるといわれる中、CO2排出量の削減は
引き続き企業が取り組むべき課題のひとつです。日産は、CO2

排出量の削減のために、エネルギー効率の追求や再生可能エ
ネルギーへの転換を進めています。

企業活動におけるCO2排出量をグローバル台当たり20%削減
　日産は、2016年度までに企業活動からのCO2排出量を2005

年度比でグローバル台当たり20%削減する 1 という目標を掲げ
ています。従来生産拠点のみだったCO2排出量削減目標の対象
を、2011年度から物流、オフィス、販売会社にまで広げ、効率の
高い設備の導入や、省エネルギー活動、再生可能エネルギーの
導入など取り組みの幅を広げ、管理を強化しています。2014年
度は2005年度比でCO2排出量を22.6%（t-CO2/台）削減してい
ます。

　またCO2排出量削減に向けて、グローバル企業活動における
再生可能エネルギーの使用率を、2016年度までに9%に高める
との目標も掲げています。日産は各拠点の地域特性に合わせ、
自社の設備による発電、他社からの購入、そして土地や設備など
日産資産の発電事業者への貸付 2 という3つのアプローチのも
と、再生可能エネルギーの利用と社会普及の後押しを推進して
います。

1  グローバル台当たりCO2排出量：日産のグローバル企業活動から排出されるCO2総
量を、日産車のグローバル販売台数で割ったもの

2  2013年5月から大分県に保有する遊休地約35万m2を、また2014年1月からグループ
企業である日産工機株式会社の寒川工場の屋根を、それぞれ太陽光発電用に賃貸し
ています

企業活動からのグローバル台当たりCO2排出量削減率推移
（%）

20%削減

（年度）

グローバル生産における省エネルギー活動
　生産過程におけるCO2排出の主たる要因は、化石燃料を使用
したエネルギー消費です。日産は、生産過程におけるエネル
ギー消費とCO2排出量が最も少ない自動車メーカーとなるよう、
さまざまな省エネルギー活動に取り組んでいます。
　生産技術の分野では、より効率の高い生産設備の導入や工法
の改善、省エネルギー型照明の採用などを行っており、最近では
塗装工程への3ウェット塗装技術の導入を推進しています。生産
工場から排出されるCO2の約30%は塗装工程に起因しており、同
工程における焼付け工程の短縮、または撤廃がCO2排出量削減
につながります。日産が導入した3ウェット塗装技術は、これまで
中塗りと上塗り両方の塗装後に設けていた焼付け工程を、中塗り
と上塗りを連続して塗装することで一度に集約しており、塗装工
程からのCO2排出量を従来比30%以上削減 1 することを可能に
します。日産はこの技術を、2013年に日産自動車九州株式会社

1  日産調べ
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をはじめ、米国のスマーナ工場、メキシコのアグアスカリエンテ
ス第2工場（同年11月稼働開始）、ブラジルのレゼンデ工場（2014

年2月稼働開始）に導入しています。特に九州の工場では、量産
ラインを止めることなく、3ウェット対応の工程への移行を実現
し、工程自体の短縮化にも成功しています。
　運営面では、照明や空調設備を細かく管理し、エネルギー使用
量やロスの少ない操業を徹底しています。日本で先行した省エ
ネルギー技術を世界の各工場に普及させるとともに、各国の工
場が相互に学び合い、ベストプラクティスを共有しています。ま
た、日本のほか、欧州、メキシコ、中国に設置したNESCO 2 とい
う省エネルギー診断専門チームが、各管轄地域の工場において
省エネルギー診断を実施し、2014年度は約5万トンのCO2排出量
削減 3 につながる対策を提案しました。

　再生可能エネルギーについては、英国のサンダーランド工場
で風力発電機を10基導入、出力は6,500kWに達しており、同工
場で使用する電力の約5%を供給しています 4 。メキシコのアグ
アスカリエンテス第1工場では、バイオマスガスや風力由来の電
力を積極的に採用し、2013年から再生可能エネルギー使用率は
50%に達しています。このほか日本の座間事業所では、小水力
発電を開発し、排水管2.5mの落差から回収したエネルギー約
0.5kWを試験的に工場内で使用しています。

　こうした活動を推進し、2016年度までに全生産拠点で27%削
減（2005年度比、グローバル台当たりのCO2排出量）5 するこ
とを目標としています。2014年度のグローバル台当たりCO2

排出量は約0.56トンで、2005年度比で約23.9%の削減となりま
した。

2  Nissan Energy Saving Collaborationの略。2003年に日本、2013年に欧州、メキシ
コ、中国に設置

3  日産調べ

4  このほか、スペインの工場で太陽光発電装置（出力約200kW）を設置しています

5  グローバル台当たりCO2排出量：日産のグローバル生産活動から排出されるCO2の
総量を、日産車のグローバル生産台数で割ったもの

3ウェット（中塗り・上塗り工程統合）塗装技術

● オーブン工程
従来2つあった工程（上図 1  2 ）を、新技術で中塗り、上塗り（ベースコート、クリアコート）と 

連続で塗装し1つ（下図 1）にすることでCO2排出量を削減

組立

組立

従来技術

新技術

上塗りブースへ集約・統合

前処理
電着

シーリング
車体

車体

前処理
電着

シーリング

中塗り

中塗り

中塗り
オーブン

中塗り
仕上げ

上塗り
（ベースコート＋クリアコート）

上塗り
（ベースコート＋クリアコート）

上塗り
オーブン

上塗り
オーブン

上塗り
仕上げ

上塗り
仕上げ

1
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1

1
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*  グローバル生産拠点のエネルギー投入量およびCO2排出量につい
ては第三者保証を受けています。詳細は巻末のCSRデータ集をご
覧ください

エネルギー投入量推移
（MWh） （MWh/台）

（年度）

日本

北米 

欧州

その他
一般地域

グローバル生産活動からのCO2排出量推移
（1,000t-CO2） (t-CO2/台）

（年度）

27%削減

物流における効率化とモーダルシフト
　日産は、2000年から自社手配のトラックがサプライヤーを回
り、必要な部品を引き取る「引取輸送方式」を、海外を含む多くの
生産工場で広く採用し、グローバルに効率化を推進しています。
また、サプライヤーと共同で納入頻度の適正化や輸送ルートの最
適化、梱包仕様（荷姿）の改善に取り組み、積載率の向上とトラッ
ク台数の削減を進めています。
　また、完成車やサービス部品の分野で取り組んできたOEMと
の共同輸送を、2014年より生産用部品の領域にも拡大すること
で、さらなる効率的な輸送の実現を目指しています。
　点数が多く、多種多様な材質・形状をしている自動車部品の荷
姿の工夫にも力を入れています。「物流サイマル活動」として、新
車の設計開発段階から輸送効率を考慮した部品設計に取り組み、
クルマ1台当たりの部品調達荷量を削減することで、輸送量の削
減を目指しています。
　またコンテナ輸送については、従来より寸法が大きいコンテ
ナ 1 を採用したり、シミュレーションソフトを使ってコンテナ内の
無駄なスペースを削減するなど、常に輸送効率の向上を図って
います。こうした活動により部品の輸送では、2010年に89.6%

だったコンテナ充填率が2014年には94.2%まで向上しています。

　物流手段についても随時見直しを行い、海上輸送および鉄道
輸送へのモーダルシフトを推進しています。日本での完成車輸
送は、約70%を海上輸送で行っています。関東地区から日産自
動車九州株式会社の工場への部品輸送はほぼ全量を鉄道や船舶
で行っており、特に船舶へのモーダルシフトについては優良事業
者として国土交通省からの認定を取得しています。

　海外拠点においては、それぞれの地理的特性を生かした輸送
手段を選択しています。輸送先に応じて鉄道や船舶を使い、従
来のトラック輸送からの切り替えを推進しています。中国では
国内向け完成車輸送に船舶および鉄道を利用する比率を高めて
います。
　また2010年より省エネルギー型自動車運搬船の採用を推進
しており、2014年までに5隻の省エネルギー船を導入してい
ます 2 。

　日産は、物流活動がグローバルに拡大する中、効率化とモーダ
ルシフトを推進し、2016年度までに物流におけるCO2排出量を
6%削減（2005年度比、台当たりのCO2排出量）3 することを目
標としています。2014年度のグローバル台当たりCO2排出量は
約0.39トンとなり、2005年度比で約8.9%の削減となりました。

1  40フィートハイキューブコンテナ

3  日本、北米、欧州、中国での当社生産拠点から販売店への輸送活動において排出さ
れるCO2の総量を輸送台数で割ったもの

2  省エネルギー船に関する詳細はウェブサイトをご覧ください

  website対象：グローバル日産グループ（連結会社など）

対象：グローバル日産グループ（連結会社など）
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販売会社・オフィスでの取り組み　
　日産は、日本の事業所および販売会社において、また海外では
北米、欧州、中国の各拠点においてCO2マネジメントを推進し、全
体で毎年1%削減することを目指しています。
　日本の事業所では給与明細書を電子化しペーパーレスを推進
するなど、取り組みの幅を広げています。販売店でも、多くの店
舗で高効率空調や断熱フィルム、天井ファン、LED照明などを採
用しているほか、店舗によって建て替え時に日中の太陽光を取り
込む照明システムや断熱材を取り入れた屋根を採用するなど、省
エネルギー活動を継続的に進めています。このほか日産は、特
定規模電気事業者（PPS:Power Producers & Suppliers）として、
CO2排出量とコストを考慮しながら環境負荷の少ない電力を調達
し、2014年はグローバル本社をはじめとする神奈川県内4事業
所 1 へ約6,700kWの電力を供給しています。また販売店に対し
ては、日産PPSだけでなく他PPSからの供給拡大も推進し、関
東、中部、東北、関西、九州地区で約870の販売店に約6万
2,000kWの電力(CO2排出量にして年間約9,900トンの削減)を導
入しました。

　日産ではCO2マネジメントのほかにも環境に配慮した取り組み
を推進しており、テレビ会議や電話会議の設備を充実させ、また
複数拠点で書類を資料として共有できるライブミーティング 2

を活用することで、グローバルに出張を減らし業務効率向上やコ
スト削減を図っています。

1  グローバル本社、相模原部品センター、日産教育センター、日産カスタマーサービス
センター

2  マイクロソフト社によるクラウドコンピューティング型の企業向け商用ウェブ会議
サービス

神奈川日産自動車（株）の一部の販売店の屋根に設置した太陽光パネル。
得られた電力を日産がPPSとして調達し販売店に供給しています

新たに採掘する天然資源の最小化

　鉱物資源や化石資源の需要拡大に伴う資源枯渇やコスト増大
ヘの懸念を払拭し、採掘時の環境への影響を低減するために、
日産は資源の利用効率を究極のレベルにまで向上させるとと
もに、再生可能な資源や再生材の採用といった資源の多様化を
進めています。

クルマ1台当たりの再生材使用率を25%へ
　新興国の経済発展に伴う鉱物資源や化石資源への需要の急速
な拡大が継続すれば、2050年には現時点で確認済みの地下鉱物
資源がすべて採掘されてしまうという予測も出ています。また
現在稼働中の採掘現場や新たな探査現場の一部は、生態系の保
全価値が高い地域に位置しており、採掘時の表土掘削や森林伐
採、廃水などが与える環境への影響が懸念されています。
　このような課題に対応し、限りある貴重な資源を有効に使用す

るために、日産は新たに採掘する天然資源の量を最小限にとどめ
ていく方針です。具体的には、クルマの生産過程で投入する資源
の削減といった従来から取り組んでいる資源の利用効率向上に
加え、再生可能な資源や再生材を採用し資源の多様化を促進して
います。特に再生材については、「一度採掘した天然資源を、品
質を維持しながら活用し続けることで、環境負荷を最小にする」
という考えに基づき、2016年度に日本、米国、欧州で生産を開始
するモデルでクルマ1台当たりに占める再生材の使用率を25%

まで引き上げることを目標に定めています。こうした活動を継続
し、新たに使用する天然資源の量を2010年から一定のレベルに
保つことを目指しています。

クローズド・ループリサイクルの仕組みを拡大
　クローズド・ループリサイクルとは、生産時に発生した廃棄物、
スクラップや回収した自社の使用済み製品の部品を、同等のクオ
リティを維持した材料として再生し、再び自社製品の部品に採用
する手法です。この手法により、同じ材料を繰り返し使用できる
ようになり、製品ライフサイクルにおけるCO2排出と環境負荷を
大幅に低減させることができます。特に日産では、クルマの材料
として占める割合が高く、かつ天然資源採掘時の環境への影響が
大きく、材料製造時や廃棄時に多くのエネルギーを要する鉄、ア
ルミニウム、樹脂という3つの材料のクローズド・ループリサイク
ルに注力しています。鉄とアルミニウムについては、生産時に発
生する端材を減らす工夫に加え、発生した端材をビジネスパート
ナーと協力しながら回収し、自動車用の材料に再生することに努
めています。さらに使用済み自動車のアルミロードホイールの
回収・再生利用を推進しており、2014年度のアルミロードホ
イール回収実績は年間約2,680トンとなりました。樹脂について
は、工場で発生する塗装済みバンパーのスクラップを、追浜工場
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の塗装済みバンパー再生工程で塗膜を除去して再生しています。
これらは新車用のバンパーに生まれ変わり、「日産リーフ」をはじ
め、多くの新車に使われています。また、販売会社で交換された
バンパーを再生資源として回収し、アンダーカバーなどの部品の
材料として採用しています。2014年度は約18万1,000本のバン
パーを回収しています。

クローズド・ループリサイクル

クルマの使用 スクラップの処理 材料の再生

資源採掘廃棄

クルマの生産

使用済み自動車の処理

天然資源採掘と廃棄物を削減し影響を最小化

バンパー回収本数推移
（本）

（年度）

181,000

300,000

100,000

200,000

0 20112010

230,000
213,000 210,000

195,000

2012 2013 2014

リサイクル可能率とリサイクル実効率
　日産は、新車の設計段階から「3R」“廃棄物の発生抑制
（Reduce）、再使用（Reuse）、再資源化（Recycle）”の視点を取り
入れ、クルマのライフサイクル全体で考えた設計・開発を行い、
廃棄後の解体のしやすさ、リサイクルのしやすさを考慮したクル
マづくりに取り組んでいます。2005年度以降、日本および欧州
市場に投入したすべての新型車においてリサイクル可能率95%

を達成 1 しています。

　一方、使用済み自動車の適正処理とリサイクル実効率向上のた
めに、廃油、廃液や鉛など環境負荷物質の処理方法の確立を目的
としたものに始まり、現在は高付加価値材料の再利用をテーマに
実証実験や研究を進めています。研究の成果は、解体技術の向
上とともに、解体しやすいクルマの設計や材料開発に生かされる
よう、開発部門へも随時フィードバックしています。日産は2006

年度以降、日本での使用済み自動車のリサイクル実効率95%以
上を継続して達成しており、2014年度のリサイクル実効率は
99.5% 2 に達しています。

1  日本は1998年に日本自動車工業会が公表した定義とガイドラインに、欧州は
ISO22628に基づき算出

2  日産調べ

希少資源の削減
　ハイブリッド車や電気自動車（EV）は、製品ライフサイクルでの
CO2排出量がガソリン車に比べて少ない一方、電動化に必要な部
品にはレアアースと呼ばれる希少資源が使用されています。レ
アアースは資源の偏在や需給バランスによる価格変動が懸念さ
れており、その使用量削減が課題となっています。

　日産は2012年にジスプロシウム（元素記号：Dy）を従来比で
40%削減したEV用モーターを開発して「日産リーフ」に採用。さ
らに、ハイブリッド車にもジスプロシウムを削減したモーターの
採用を順次開始しました。また駆動用モーター以外の部品では、
ジスプロシウムの使用量が最終的にゼロとなるよう、技術開発を
進めていきます。
　日産は、他のレアアースについても、使用量の削減および適正
化を進め、新車への採用を順次進めています。2016年度までに
レアアースの年間総使用量を2011年度比で約30%削減する計
画です。

廃棄物対策を徹底
　日産は、生産過程における3R活動を積極的に推進し、廃棄物
の発生源対策と徹底した分別による再資源化に努めています。日
本では2010年度末よりすべての生産拠点（5工場、2事業所およ
び連結5社）が、メキシコではアグアスカリエンテス第1工場が
2011年から生産段階での再資源化率100%を達成しており、グ
ローバルで各国の自動車業界のトップレベルを目指した活動に取
り組んでいます。
　輸出入部品の梱包資材として使用される木製パレットやダン
ボールの削減にも力を入れています。20年以上前から折り畳み
式プラスチック容器を、30年以上前から折り畳み式鉄製容器を海
外拠点間の部品物流に採用し、リターナブル容器 1 として繰り返
し使用しています。また、アライアンスパートナーのルノーとと
もに、グローバル標準のリターナブル容器の採用も拡大していま
す。近年は開発段階から形状を最適化する物流サイマル活動に
より、梱包資材の削減に貢献しています。

1  リターナブル容器：部品梱包用の容器を部品納品後に発送元に返却し、繰り返し使用
できるようにした容器。日産は返却時の輸送効率に配慮し、折り畳み構造を採用
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　こうした取り組みを通じて、生産工場からの廃棄量を日本で年
2%、グローバルで年1%削減する計画 2 です。

「ニッサングリーンパーツ」を販売
　使用済み自動車の部品や、修理の際に交換した部品の中には
再生可能なものが含まれています。日産ではこれらを回収し、適
切な品質確認を行ったうえで、修理用のリサイクル部品「ニッサ
ングリーンパーツ」として販売会社で市販しています。ニッサン
グリーンパーツには、洗浄して品質を確認した「リユース（中古）
部品」と、分解整備を施して消耗部品を交換した「リビルト（再生）
部品」の2種類があります。

水リスクの管理
　世界的な人口増加や経済発展による水使用量の増加に加え、
気候変動による氷河の減少や降水量の変化により、水資源への
対策は年々重要な課題となっています。
　日産のクルマおよび部品を製造する工場は世界各地に点在し
ており、いずれも生産に伴い多くの水を使用していることから、
すべての生産工場で水使用量の管理・削減への取り組みを進め
ており、生産台数当たりの水使用量を2016年度までに2010年
度比で15%削減する計画 * です。水使用量削減に向けて、イン
ドのチェンナイ工場では雨水利用を目的にため池を整備し、イン
ドのチェンナイ工場、中国の花都工場、日本の追浜工場などでは
排水のリサイクル設備を導入しています。また水使用量削減の
ためのベストプラクティスをグローバルに展開するなどの取り組
みを実施しています。

排水時のクリーン化を徹底
　日産の各工場では、廃水処理の徹底を推進しています。メキシ
コのアグアスカリエンテス第1･2工場では、廃水処理した水を敷
地の緑地維持に活用し、敷地外への排水ゼロを実現しています。
日本の工場では、油などが流出するという万が一の場合に備え
て、廃水処理施設の排出口に水質センサーを取り付け、水質の異
常が検知された場合は自動的に敷地外への排水を停止させるシ
ステムを導入し、水質汚濁防止を強化しています。

  page_117

*  詳細は巻末のCSRデータ集をご覧ください「ニッサングリーンパーツ」に関する詳細はウェブサイトをご覧くだ
さい

  website

　このほか日本のグローバル本社では、雨水・雑排水・厨房排水
を処理後、トイレの洗浄水および一部植栽への散水に利用するな
どして、水使用量削減に努めています。

排水量
（1,000m3） （m3/台）

（年度）

日本

北米 

欧州
その他一般地域

  page_120

2  2011年度の状況から特段の対策をとらなかった場合（BAU）と比較。
詳細は巻末のCSRデータ集をご覧ください
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環境マネジメントの推進

　日産は、グローバルに環境マネジメントシステムの導入を推
進しています。また、連結企業、販売会社やサプライヤーとも
連携し、サプライチェーン全体での環境負荷低減に取り組んで
います。

環境マネジメントの推進・強化
　日本においては、2011年1月にグローバル本社をはじめ、研
究開発、生産、物流などすべての主要拠点、および製品開発プロ
セスにおいて環境マネジメントシステムISO14001の統合認証を
取得し、環境統括者が直接環境活動を管理・推進する体制を構
築。確実にPDCAを回し、環境パフォーマンスを改善しています。
環境統括者が定めた全社での統一目標は、地区事務局を通して
事業所ごとに従業員に共有されています。また全社を統括する
ISO事務局と、各事業所や部門での活動内容や従業員からの提案
を束ねる地区事務局が月に1回以上協議し、目標に対する進捗の
確認、ベストプラクティスの水平展開、マネジメントシステムの改
善、次年度計画の立案、事業所や部門からの要望の吸い上げな
どを行います。協議された内容や提案などは年2回（うち1回は
マネジメントレビューにて）、環境統括者に報告し、改善につなげ
ています。
　一方、マネジメントが適切に機能していることを確認するため
に、第三者機関による外部審査のほか、内部監査による「環境シ
ステム監査」および「環境パフォーマンス監査」を毎年実施し、
PDCAに基づいた取り組みの強化を図っています。
　海外では主要生産工場ごとにISO14001を取得しており、今後
新規に事業展開する地域についても、同様の基準で環境マネジ
メントシステムを導入する方針です。

日産の商品開発ポリシー 

　日産は、環境問題に対して積極的に取り組み、リアルワールド
（現実の世の中）での環境負荷を誠実に低減し、そしてお客さまに
革新的かつ最適な商品やサービスを提供し、持続可能なモビリ
ティ社会の発展に貢献する「シンシア・エコイノベーター」を目指
しています。そのため、従来の経営指針「QCT」“品質（Quality）、
コ ス ト（Cost）、 納 期（Time）”に“環 境”を 加 えた「QCT・
Environment」を導入したグローバルな環境管理方針を策定し、
日産の全事業においてパフォーマンスの目標を定めています。
　日産は、中期環境行動計画「ニッサン・グリーンプログラム 

2016（NGP2016）」の期間中、毎年、基礎研究および先行開発予
算の7割を環境技術開発に投資します。またアライアンスパート
ナーであるルノーとともに、プラットフォームとモジュール部品
を共有する「コモン・モジュール・ファミリー（CMF）」という手法
の採用を推進し、削減されたコストを、先進的環境技術をはじめ
とする新技術への投資に充てる方針です。

従業員の環境意識の向上に向けて
　日産の環境活動を支えるのは、従業員一人ひとりの環境知識
や意識、そして力量です。日産はISO14001の活動の一環として、
従業員および事業所や工場で働く協力会社の従業員を対象に、
「NGP2016」に基づくCO2、エネルギー、水、廃棄物の削減や、有
害物質の管理を含む環境事故防止についての教育を実施してい
ます。また工場では、環境負荷削減を実現する力量の継続的な
向上のために、教育や訓練に加え各従業員の定量評価を行い、人
財を育成しています。訓練内容は、常に必要な力量が身に付くよ
う年1回見直しをしています。
　日本では、自動車産業を取り巻く環境課題や「NGP2016」の理
解を促進させるために、入社時オリエンテーションや管理職およ

び中堅クラス向けのセミナーといった日産独自のカリキュラムに
よる教育や、役員とのタウンホールミーティングを実施していま
す。また環境への取り組みの最新情報などをイントラネットや社
内報 * 、社内ケーブルテレビを通じて発信し、従業員との共有を
図っています。従業員は、一人ひとりの環境行動を「環境方針
カード」に記載し携帯しています。
　海外でも、イントラネットでの情報共有はもちろん、ビデオや
イベントなど地域に合ったツールや機会を活用しながら啓発活動
や従業員との情報共有を図っています。

*  社内報「NISSAN NEWS」を毎月約3万部発行、従業員だけでなく定年退職した元従
業員にも配布

従業員による活動と評価制度 

　日産では、2008年度よりQCサークル活動の項目に「環境」を
加え、環境改善に向けた従業員の積極的な提案を採用する仕組
みへと発展させています。またQCサークルでの活動は、中期経
営計画「日産パワー88」* の達成にも貢献することを役員から伝
え、従業員の積極的な参画や行動を促進しています。従業員か
らの提案は、QCサークルを統括する役員および事務局により環
境改善への貢献レベルやその他基準に応じて評価され、実行さ
れます。

*  「日産パワー88」に関する詳細はウェブサイトをご覧ください

  website
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　また、現場の知識やスキルのベストプラクティスをマニュアル
集にまとめ、グローバル拠点で共有し環境負荷を削減していま
す。冷却用水の効率的な利用システムはこうしたベストプラティ
スの共有から生まれたものです。さらに、日本では6月の環境月
間に水使用量削減のアイデアコンテスト、10月の3R推進月間に
は廃棄物削減のアイデアコンテスト、2月の省エネルギー月間に
は省エネコンテストを開催しています。こうしたプログラムは、従
業員の積極的な環境活動への参加を支えています。
　日産は、従業員による環境改善活動をその貢献度合いにより
さまざまな方法で評価する仕組みを採用しています。まず、日本
国内および海外拠点の一部では、従業員の年間業務目標である
「コミット&ターゲット」に環境改善活動が組み込まれ、目標に対す
る達成度合いに応じて評価され、賞与の業績連動部分にも反映
されます。また、CEOなどの役員から授与される「日産賞」、工場
長から授与される「工場長賞」のほか、優れた活動や功績に対し
て管理職から授与される「サンクスカード」を通して、環境改善に
つながる活動を表彰しています。

連結製造会社との協働
　国内外の主要連結製造会社においては、ISO14001の認証を
取得し運営することはもちろん、各社の環境方針に基づいた環
境活動を推進しています。さらに「NGP2016」達成に向け協働す
るために、日本国内の主要連結会社との定期情報交換会を実施
し、「NGP2016」の詳細内容と各社の環境への取り組みを共有し
ています。

販売会社との協働
　日本の販売会社では、ISO14001認証をベースとした日産独自
の環境マネジメントシステム「日産グリーンショップ」認定制度を
導入し、半年に一度、販売会社自らが内部審査を行うとともに、日
産自動車株式会社による1年ごとの「定期審査」、3年ごとの「更
新審査」を通じて、継続的な環境マネジメントシステムの維持に努
めています。2015年3月末時点で部品販売会社を含む全販売会
社158社の店舗約2,700店を認定しています。
　また日産は、毎年実施している「販売会社満足度調査」により、
環境技術車をはじめとした日産の環境への取り組みに対する要
望や、お客さまからの反響などを販売の現場から集約し、改善に
向けたアクション検討に役立てています。この結果を各販売会社
の社長で構成される販売会社代表者会議において報告し、全販
売会社とともにPDCAを回しています。

サプライヤーとの協働
　日産は、ルノーの購買部門とともに「The Renault-Nissan 

Purchasing Way」や「ルノー・日産サプライヤーCSRガイドライ
ン」に基づき、サプライチェーンへのCSR・法令順守の周知徹底
を、また環境面では「ニッサン・グリーン調達ガイドライン」に基づ
き、サプライチェーン・マネジメント * を行っています。

　サプライヤーとともにサプライチェーン上流工程における環
境負荷の把握と低減を促進するため、サプライヤー各社のCO2排
出や水使用等の実績や目標について年1回定期的な調査を実施
しています。2014年度は企業の環境影響や戦略を開示するため
のグローバルなシステムを運営している国際環境NPO「CDP」と
協働し、サプライヤーの環境影響を把握しました。また、プロジェ
クトごとにサプライヤーを選定する際には、環境負荷物質管理や
環境マネジメント体制に関する質問書の提出を義務付けていま
す。さらに、サプライヤーに対して「NGP2016」の定期的な説明
会を実施し、目標やアクションプランのほか、環境への負荷に対
する認識の共有を図っています。

  page_76

*  サプライチェーン・マネジメントの詳細を掲載しています

環境に関する情報開示を充実
　気候変動や資源課題などに対して、企業がどのようにリスク
を管理し取り組んでいるかについては、幅広い情報開示が求め
られています。日産は、ウェブサイトにおいて、投資家や格付け
機関、専門家などのステークホルダー向けに、「GRIガイドライ
ン」* に沿ったCO2や廃棄物などの排出量、エネルギー、水、材
料など資源の使用量などの環境パフォーマンスに関する詳細情
報の開示を充実させています。また環境への取り組みに関する
説明会を実施するなど、対外コミュニケーションにも力を入れ
ています。

*  NGO「グローバル・リポーティング・イニシアティブ（GRI）」が発行する、環境・社会・
経済的な発展に向けた方針策定、計画立案、具体的取り組みなどの状況報告・開示を
企業に促進するための国際的なガイドライン
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　日産は、CDPが実施する気候変動への取り組みに関する大企
業を対象としたグローバルな調査「CDPクライメート・チェンジ・
プログラム」において、環境に関する透明性の高い情報開示を
行ったことが評価され、満点の100ポイントを取得。「気候変動情
報開示先進企業（CDLI：Climate Disclosure Leadership Index）」
に選定されました。また、生産工程におけるCO2排出量削減のた
めの確実な取り組みも評価され、最高評価であるAランクの評価
を得て「気候変動パフォーマンス先進企業（CPLI：Climate 

Performance Leadership Index）」に選定されました。

環境負荷物質を高い自主基準で低減
　材料における環境負荷物質については、欧州ELV指令（使用済
み自動車に関する指令）や、2007年6月から欧州で施行された化
学品に関するREACH規制 1 、また日本の「化学物質の審査及び
製造等の規制に関する法律（化審法）」など、各国で環境負荷物質
の使用制限強化が求められています。また日本自動車工業会は、
車室内で発生する可能性があるホルムアルデヒドやトルエンなど
の揮発性有機化合物（VOC 2 ）を最小化するために、2007年4月
以降に日本国内で生産・販売する新型乗用車から、厚生労働省が
定めた指定13物質に対して指針値を満たすことを自主目標に掲
げています。

　日産は、環境負荷物質の管理強化、計画的な削減、および代替
を推進しており、科学的にハザード（危害要因）が認定された、ま
たはそのリスクが高いと考えられる物質や、NGOがリスクを指摘
している物質などを含めて検討した、日産独自の物質使用方針を
2005年に制定しました。2007年よりグローバルに展開し、各国
の法規よりさらに厳密な統一的基準で環境負荷物質の使用を制
限しています。使用を禁止または管理する化学物質については
日産技術標準規格「特定物質の使用に関する制限」にて規定し、
開発初期段階から日産車に使用される原材料、部品、用品のすべ
てに適用されています。例えば、2007年7月以降にグローバル
市場に投入した新型車 3 から、重金属化合物4物質（水銀、鉛、カ
ドミウム、六価クロム）および特定臭素系難燃剤PBDE 4 類の使
用を禁止もしくは制限しています。車室内VOCについても、日本
自動車工業会の自主目標を日産のグローバル基準とし、シートや
ドアトリム、フロアカーペットなどの部材や接着剤の見直しを行
い、順次低減に努めています。

　日産はサプライヤーとともに、社内とサプライチェーンで情報伝
達と管理の仕組みを構築して運営しています。例えば欧州で生産・
輸入する車や部品については、REACH規制の適合のため情報提
供や官庁への登録・届出を行い、CLP規制 5 にも対応しています。

　日産技術標準規格「特定物質の使用に関する制限」は、グ
ローバルの化学物質法規の動きと日産の自主基準物質の追加に
基づいて、毎年改定しています。この規格は、各国自動車
メーカー、部品サプライヤー、材料メーカーが共同で発行した化
学物質リスト「Global Automotive Declarable Substances List

（GADSL）」に新たに追加された禁止・管理物質と整合性をとって
います。

1  REACH規制：Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals
2   VOC：Volatile Organic Compounds

 揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合物の総称

3  OEM車を除く
4  PBDE：ポリブロモジフェニルエーテル

5  CLP規制：Classification, Labelling and Packaging of Substances and Mixtures

LCA手法を活用した環境負荷の低減
　日産ではライフサイクルアセスメント（LCA：Life Cycle 

Assessment）手法を用い、クルマの製造に必要な原料採掘の段
階から、製造、輸送、使用、廃棄に至るすべての段階（ライフサイ
クル）において環境負荷を定量的に把握し、総合的に評価してい
ます。また、新規導入技術についてもLCA評価を行い、より環境
に配慮したクルマの開発に取り組んでいます。
　「日産リーフ」は、日本の同クラスのガソリン車と比べ、ライフ
サイクルにおけるCO2排出量を約40%削減できるとの結果 * に
ついて、2010年にLCA評価機関である社団法人産業環境管理協
会による第三者認証を受けています。
　また日産は、2013年12月、LCAの算出手順についてドイツの
テュフラインランドによる第三者認証を受けました。この認証は、
ISO14040/14044の規格に基づいており、商品ライフサイクル
における日産の環境負荷の算出手順を保証するものです。現在
日産は、認証を受けた算出手順に基づき、新型車のLCA評価を実
施しています。同時に新技術による環境負荷削減や製造工程の
効率化などを進め、新車のライフサイクルにおけるさらなるCO2

排出量削減を目指します。

  page_133

*  「日産リーフ」のライフサイクルにおけるCO2排出量の詳細は巻末の
CSRデータ集をご覧ください

43NISSAN MOTOR CORPORATION SUSTAINABILITY REPORT 2015

環境 安全 社会貢献 品質 経済的貢献従業員バリューチェーン

ルノーと日産のアライアンス

コーポレートガバナンス・内部統制

CEOメッセージ ブルーシチズンシップ
–日産のCSR–

はじめに目次 ・ 使い方 持続可能なモビリティ社会の
実現に向けて CSRデータ集 第三者保証



テュフラインランド認証書

大気・水・土壌・生物多様性の保全
　国連が提唱した「ミレニアム生態系評価」の報告書は、過去50

年間に世界の生態系の劣化がかつてないほどの速度と規模で進
行していると指摘しています。生態系は食料や淡水の供給、気候
の調節や自然災害からの保護など多くのサービス（生態系サービ
ス）を生み出し、私たち人類に多大な恩恵をもたらしています。
企業も、自らの活動が生態系へ及ぼす影響とともに、生態系がも
たらす恩恵への依存をあらためて認識し、企業活動において環
境保全と経済性を両立させることが喫緊の課題となっています。
日産は「企業のための生態系サービス評価」1 の手法を用いて、
材料資源の採掘から車両生産、車両走行などのバリューチェーン
を対象に評価した結果、自動車メーカーとして優先すべき重点領
域として「エネルギーの調達」「材料資源の調達」「水資源の利用」
の3領域を特定しました。またその成果を報告書「Ecosystem 

Services and the Automotive Sector」2 にまとめ、2010年に発
表しています。2013年6月には、上流工程における水資源の利
用が、日産における水使用量の20倍以上に上ることを試算する
など、ビジネス上のリスクとチャンスを認識したうえで、従来の環
境への取り組みをあらためて評価・発展させながら取り組んで
います。

2  「 Ecosystem Services and the Automotive Sector」に関する詳細は
ウェブサイトをご覧ください

  website

1  国連のミレニアム生態系評価に基づき、世界資源研究所が世界経済人会議とメリディ
アン・インスティテュートとの協力のもとに作成

「日産ゼロ・エミッションファンド」で森林保全

　日産は2012年、「日産リーフ」の走行により削減された
CO2排出量を活用した「日産ゼロ・エミッションファンド」を
立ち上げました。「日産ゼロ・エミッションファンド」では、
「日産リーフ」オーナーなどの参加者が「日産リーフ」を運
転したことで削減されたCO2排出量 * を集約し、経済産業
省・環境省・農林水産省が運用する「J-クレジット制度」を通
じて資金化します。そしてその資金を、日本のきれいで豊
かな水を支える森林の保全や、さらなる電気自動車の普及
につながる充電設備等の拡大に活用します。

*  「日産リーフ」の走行により、同じサイズのガソリン車走行時と比較して削
減されたCO2排出量

　2014年11月には、この資金を利用し、森林保全団体で
ある一般社団法人モア・トゥリーズと協働して、山梨県小菅
村の「リーフの森」にて森林整備を実施しました。

森林の中に光を取り入れるための枝打ちを実施 
（山梨県小菅村の「リーフの森」）
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排出ガスのクリーン化に向けて
　日産は早くから厳しい自主規制や目標を設定し、「大気並みに
クリーンな排出ガス」を究極の目標に、よりクリーンな燃焼を行
うための技術改善や排出ガスを浄化する触媒などの開発に取り
組み、各国の排出ガス規制に適合したクルマを早期に投入して
きました。そして現在まで継続して、実効性の高い最先端の排
出ガス低減技術を採用したクルマをより手ごろな価格で提供す
ることにより、社会全体の環境負荷低減につなげることに努め
ています 1 。

　例えば米国では、2000年1月に発売した「セントラCA」が、
SULEV排出ガス基準、燃料系統からのエバポ（燃料蒸発ガス）排
出ゼロ基準、排出ガス制御システムの車載故障自己診断装置
（OBD）2 搭載や15万マイル（または15年）排気保証といった、カ
リフォルニア州大気資源局が制定する排出ガス基準値をすべて
満たし、ガソリン車としては世界で初めてPZEV 3 に認定されま
した。

　さらに、世界で最も厳しい排出ガス規制のひとつである「ポス
ト新長期規制」6 が2009年より日本で適用開始となりましたが、
日産は「エクストレイル 20GT」を2008年に投入し、世界で初めて
適合しています。「エクストレイル 20GT」は、粒子状物質などを
捕集・除去するディーゼル・パーティキュレート・フィルター、
NOx吸着触媒、酸化触媒などの技術や、ルノーとのアライアンス
のもと開発したクリーンディーゼルエンジン「M9R」を搭載し、従
来のディーゼル車の課題であった排出ガスのクリーン化を克服
し、高いエネルギー効率とCO2排出量削減を実現しています。
2010年には6速オートマチック・トランスミッション（マニュアル
モード付）を搭載した「エクストレイル 20GT」を発売しています。

　また日本では、2000年8月に発売した「ブルーバードシルフィ」
がU-LEV 4 の認定を、また2003年にはSU-LEV 5 の認定を、そ
れぞれ国内で初めて取得しました。

2  OBD：On-Board Diagnostic Systems
3  PZEV：Partial Zero Emission Vehicle

 米国カリフォルニア州大気資源局が制定

　また、渋滞緩和など、都市の交通環境をITSの活用により改善
する活動を通じて、大気の質の改善にも取り組んでいます 7 。

4  U-LEV：Ultra-Low Emission Vehicle

 2005年より施行されている排出ガス規制「新長期規制」の適合車より、窒素酸化物
（NOx）と非メタン炭化水素（NMHC）の排出量を50%低減したクルマ

5  SU-LEV：Super Ultra-Low Emission Vehicle

 2005年より施行されている排出ガス規制「新長期規制」の適合車より、NOxとNMHC

を75%低減したクルマ

6  ポスト新長期規制：「新長期規制」に対し、NOxで47%減、粒子状物質（PM）で64%減
の規制値（ディーゼル乗用車車両重量1,265kg超）。2009年10月から新型車に適用。
継続生産車・輸入車は2010年9月から適用

工場からの排出ガス管理
　日産は、生産工場において、大気汚染物質に関する管理基準と
仕組みを徹底し、使用量と排出量をともに低減する活動に取り組
んでいます。また、各国それぞれの法規に対しても、より高いレ
ベルでの対応を目指しています。
　日本では、大気汚染物質として窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化
物（SOx）の排出に関して厳しい対策を推進し、1970年代に比べ
それぞれ4分の1の排出量にまで低減しています。また、塗装工
程の熱源となるオーブンやボイラー設備への低NOxバーナーの
採用や、使用する燃料を重油や灯油などからSOx排出量の少な
い燃料へ転換するなど、NOxやSOxの排出濃度を低減してきま
した。
　現在の課題は、クルマの生産工程から排出される化学物質のう
ち、9割を占める揮発性有機化合物（VOC）の低減です。日産は各
国の法規制化に先駆けて、洗浄用シンナーなどの回収率を上げ
て工場外への排出量を減らすとともに、廃シンナーのリサイクル
率向上を計画的に進めています。同時にVOC排出量を20g/m2

以下に抑える水系塗装ラインへの切り替えを推進しており、日産
自動車九州株式会社の工場をはじめ、メキシコのアグアスカリエ
ンテス第1･2工場、ブラジルのレゼンデ工場、米国のスマーナ工
場、中国の花都工場などへ導入しています。VOC排出量につい
ては塗装面積当たりの排出量を2016年度までに2010年度比で
15%削減することを目標に掲げています。

  page_131

1  各地域での排出ガス規制対応状況を掲載しています。詳細は巻末の
CSRデータ集をご覧ください

  page_34

7  ITSの取り組みに関する詳細を掲載しています
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ステークホルダーからのメッセージ

「環境・交通先進都市」を目指して

　日本の首都圏における流通・業務機能を担う拠点都市の1つである厚木市には、日産自動車のクルマづくりの
拠点施設が2箇所あります。そこでは、世界トップクラスの最先端の技術を駆使した研究・開発が進んでおり、2010

年には世界初の量産型電気自動車「日産リーフ」が誕生しました。日産の知識や経験、そして卓絶した先進技術が
詰まった本市発の「日産リーフ」は、世界中で愛されている電気自動車です。私にとっても大変愛着がある自動車
であると同時に、厚木市で生まれたことに大きな誇りを感じております。
　2013年11月、市民、企業、行政の協働による新しいまちづくりを推進するため、厚木市と日産は「グリーンモ
ビリティ・プロジェクト協定」を締結しました。この協定に基づき、市民・企業・行政が連携した新しいまちの実現
を目指し、次世代自動車の開発及び普及促進、環境に配慮したまちづくりを推進しています。充電インフラの整
備や、地域の新たな移動の足として注目されている「超小型モビリティ」の実証実験など、「環境・交通先進都市」
を目指し、様々な取り組みを展開しています。また、教育分野においては、低公害車（エコカー）の仕組みを通し
て環境教育を行う「日産わくわくエコスクール」を、全ての市立小学校で実施するなど、子どもたちの教育環境の
向上に尽力いただいていることに対して、心から感謝申し上げます。
　日産は、厚木市が世界に誇る貴重な財産です。厚木市を拠点とした次世代自動車の更なる研究・開発が、ます
ます進展していくことを期待しています。これからも協定による市民を交えた取り組みを様々な分野に広げてい
き、新たなライフスタイルやビジネスモデルの提案などの先進的な可能性を力を合わせて追求していきたいと
考えています。

神奈川県 厚木市長
小林 常良氏
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環境 安全 社会貢献 品質 経済的貢献従業員バリューチェーン

ルノーと日産のアライアンス

コーポレートガバナンス・内部統制

CEOメッセージ ブルーシチズンシップ
–日産のCSR–
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